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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第96期 

第１四半期連結 
累計期間 

第97期 
第１四半期連結 

累計期間 
第96期 

会計期間 
自平成26年４月１日 
至平成26年６月30日 

自平成27年４月１日 
至平成27年６月30日 

自平成26年４月１日 
至平成27年３月31日 

売上高 （百万円） 5,106 5,008 20,229 

経常利益 （百万円） 409 489 1,795 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 273 273 1,024 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 444 733 2,034 

純資産額 （百万円） 24,794 27,005 26,325 

総資産額 （百万円） 34,381 37,091 36,021 

１株当たり四半期（当期）純利

益 
（円） 6.13 6.13 22.96 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 65.3 65.8 66.0 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．売上高には、消費税等は含んでおりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を

適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

(1)業績の状況

当第1四半期連結累計期間におけるわが国経済は、欧州の債務問題、新興国の成長鈍化に対する警戒感や、円安に

よる輸入品価格の高騰がみられるものの、政府主導の積極的な経済・財政政策による株価の上昇、円安継続に伴う

輸出企業を中心とした業績の改善が進んだことで、引き続き緩やかな回復基調で推移いたしました。

このような環境のもと、当社グループは品質第一の考えのもとで売上増強と収益向上に全力で取り組んでまいり 

ました。基幹製品のみならず新商品の販売拡大に地道に取り組むとともに、さらなるコスト削減等、経営の合理化

を積極的に進めてまいりました。

その結果、当第１四半期連結累計期間においては、次の通りの経営成績となりました。

売上高は50億8百万円（前年同期比1.9％減）、利益面では、営業利益は2億92百万円（前年同期比21.9％減）、経

常利益は4億89百万円（前年同期比19.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は2億73百万円（前年同期比

0.1％増）となりました。

セグメントの業績は、次の通りであります。

①日本

国内の売上高は36億18百万円（前年同期比2.9％増）となりました。また、セグメント利益は3億56百万円（前年

同期比11.9％増）となりました。

②北米

北米の売上高は5億34百万円（前年同期比17.2％減）となりました。また、セグメント損失は22百万円（前年同期

は11百万円の損失）となりました。

③ヨーロッパ

ヨーロッパの売上高は5億94百万円（前年同期比7.8％減）となりました。また、セグメント利益は53百万円（前

年同期比18.0％減）となりました。

④アジア

アジアの売上高は1億64百万円（前年同期比2.0％減）となりました。また、セグメント利益は27百万円（前年同

期比29.0％減）となりました。

⑤その他

その他の売上高は96百万円（前年同期比27.8％減）となりました。また、セグメント利益は27百万円（前年同期

比9.8％減）となりました。
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(2)財政状態 

（流動資産） 

流動資産の残高は前連結会計年度末に比べ、5億11百万円増加し、205億32百万円となりました。その主な要因は

受取手形及び売掛金の増加（1億64百万円）、現金及び預金の増加（1億45百万円）及び製品及び外注品の増加（1億

35百万円）によるものであります。 

（固定資産） 

固定資産の残高は前連結会計年度末に比べ、5億59百万円増加し、165億59百万円となりました。その主な要因

は、株価上昇に伴う投資有価証券の増加（5億20百万円）によるものであります。 

（負債） 

負債の残高は前連結会計年度末に比べ、3億90百万円増加し、100億85百万円となりました。その主な要因は、賞

与引当金の増加（2億22百万円）及び繰延税金負債の増加（1億65百万円）によるものであります。 

（純資産） 

純資産の残高は前連結会計年度末に比べ、6億80百万円増加し、270億5百万円となりました。その主な要因は、そ

の他有価証券評価差額金の増加（3億46百万円）及び利益剰余金の増加（2億29百万円）によるものであります。 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

近時、わが国の資本市場においては、対象となる会社の経営陣との十分な協議や合意を得ることなく、一方的に

大量の株式の買付を強行するといった動きが顕在化しつつあります。これが当社の企業価値ひいては株主共同の利

益に資するものであれば、資本市場のルールに則り、かかる買付行為を全て否定するものではありませんが、この

ような株式の大規模買付の中には、その目的等から見て、企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害を

もたらすもの等も少なくありません。当社は当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう恐れ

のある不適切な大規模買付行為又はこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する

者としては適切ではないと考えております。このような者による大規模買付に対しては、当社は必要かつ相当な対

抗措置をとることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

② 基本方針実現のための取組み

当社は「仕事を通じて世界に喜びと感謝の輪を広げる」ことを社是とし、独創的な技術による新しい価値創造を

通じて社会の発展に貢献していくことを経営の基本理念として、安定的な収益の創出と持続的な発展を目指してき

ました。

その実現のため、経営上の組織体制や仕組みを整備し、必要な施策を実施しつつ、効率性を追求した経営の実現

に取り組んで参りました。また、内部監査体制の整備、コンプライアンス委員会等の設置により、ガバナンス機能

の強化にも意をもちつつ、グループ全体の企業価値及び株主の皆様の共同の利益を確保し、または向上させること

を目指して事業展開を行っております。
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③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み

当社は、株式の大規模買付行為に関する対応策（以下、「本プラン」といいます。）を導入しております。

本プランは、当社株式の大規模買付行為が行われる場合に、株主の皆様が適切な判断をされるために必要・十分

な情報と時間を確保するとともに、買収者との交渉の機会を確保すること等により、当社の企業価値ひいては株主

の皆様の共同の利益の確保または向上を目的としています。

本プランは、特定の株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株式の買付行為、又は結

果として、特定の株主グループの議決権割合が20％以上となるような当社の株式の買付行為又はこれに類するよう

な行為あるいはその提案がなされる場合を適用対象とします。大規模買付ルールにおいては、これらの大規模買付

行為を行う者に対して意向表明書や大規模買付情報等の提出を求めることとし、この大規模買付ルールが遵守され

ない場合、あるいは当該大規模買付行為が当社に回復しがたい損害をもたらすものであることが明らかな場合に

は、当社取締役会は、独立した第三者機関である、特別委員会の助言を受け、また必要に応じて外部専門家等の助

言を得たうえで、株主共同の利益の保護を目的として、新株予約権の無償割当その他法令及び当社定款が取締役会

の権限として認める措置をとり、大規模買付行為に対抗することがあります。

④ 上記取組みが基本方針に沿い、当社の株主の共同の利益を損なうものではなく、当社の役員の地位の維持を目

的とするものではないこと及びその理由

本プランの目的は、大規模買付行為が企業価値・株主価値を高めるものであるのか、株主の皆様がご判断される

ための情報を確実に入手できる手段と判断のための時間を確保することです。最終的な判断は、株主の皆様にあり

ます。当該大規模買付行為が当社に回復しがたい損害をもたらすものであることが明らかな場合を除き、原則とし

てルールが遵守されている限り当該大規模買付行為に対する対抗措置を発動するものではありません。

以上のとおり、本プランは、企業価値・株主価値の適正な判断に資するものであり、当社の役員の地位の維持を

目的とするものではありません。

なお、本プランの有効期限は、平成29年６月に開催予定の当社第98回定時株主総会の終結時とされています。ま

た、有効期間の満了前であっても、①株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行なわれた場合、②取締役

会により本プランを廃止する旨の決議がなされた場合には、その時点で廃止されることになります。

(4)研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1億23百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 181,908,000

計 181,908,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 45,477,000 45,477,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

1,000株

計 45,477,000 45,477,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数

（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額 
（千円）

資本準備金残高
（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 45,477 － 2,398,000 － 52,454

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式（自己株式等） ─ ─ ─

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式    846,000
─ ─

完全議決権株式（その他） 普通株式 44,469,000 44,469 ─

単元未満株式 普通株式    162,000 ─ ─

発行済株式総数 45,477,000 ─ ─

総株主の議決権 ─ 44,469 ─

（注）「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数4個が含まれております。

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

東京窯業株式会社
東京都港区港南二

丁目16番２号
846,000 ― 846,000 1.86

計 ― 846,000 ― 846,000 1.86

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、名古屋監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 7,069,902 7,215,457 

受取手形及び売掛金 6,592,414 6,757,175 

製品及び外注品 2,925,938 3,061,568 

仕掛品 1,246,593 1,253,810 

原材料及び貯蔵品 1,877,206 1,939,491 

その他 327,027 325,074 

貸倒引当金 △17,988 △20,366 

流動資産合計 20,021,092 20,532,211 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 2,182,720 2,190,605 

窯炉、機械装置及び運搬具（純額) 1,464,595 1,480,475 

土地 4,801,148 4,806,932 

その他（純額） 283,469 288,076 

有形固定資産合計 8,731,933 8,766,089 

無形固定資産 60,245 61,497 

投資その他の資産    

投資有価証券 6,969,299 7,489,822 

その他 317,521 320,964 

貸倒引当金 △79,078 △79,078 

投資その他の資産合計 7,207,742 7,731,708 

固定資産合計 15,999,921 16,559,295 

資産合計 36,021,014 37,091,506 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,421,653 1,471,207 

短期借入金 4,250,306 4,256,727 

未払法人税等 270,496 231,801 

賞与引当金 316,115 538,660 

その他 708,737 675,761 

流動負債合計 6,967,310 7,174,159 

固定負債    

繰延税金負債 550,328 715,588 

役員退職慰労引当金 680,244 668,802 

退職給付に係る負債 1,416,797 1,445,948 

その他 80,376 81,024 

固定負債合計 2,727,746 2,911,363 

負債合計 9,695,056 10,085,522 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,398,000 2,398,000 

資本剰余金 2,462,683 2,462,689 

利益剰余金 17,433,372 17,662,539 

自己株式 △163,220 △163,358 

株主資本合計 22,130,835 22,359,870 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,714,118 2,061,112 

為替換算調整勘定 △70,816 △15,862 

その他の包括利益累計額合計 1,643,302 2,045,250 

非支配株主持分 2,551,820 2,600,863 

純資産合計 26,325,958 27,005,984 

負債純資産合計 36,021,014 37,091,506 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

売上高 5,106,991 5,008,446 

売上原価 3,843,703 3,823,563 

売上総利益 1,263,288 1,184,883 

販売費及び一般管理費 888,489 892,039 

営業利益 374,798 292,843 

営業外収益    

受取利息 1,288 2,209 

受取配当金 53,873 69,716 

為替差益 － 96,153 

不動産賃貸料 19,498 18,807 

その他 17,691 19,129 

営業外収益合計 92,351 206,016 

営業外費用    

支払利息 6,450 5,918 

為替差損 48,879 － 

不動産賃貸原価 2,293 3,305 

その他 38 4 

営業外費用合計 57,661 9,228 

経常利益 409,488 489,631 

特別利益    

固定資産売却益 744 24 

投資有価証券売却益 － 201 

ゴルフ会員権売却益 8,944 － 

特別利益合計 9,688 226 

特別損失    

固定資産廃棄損 754 1,616 

特別損失合計 754 1,616 

税金等調整前四半期純利益 418,422 488,241 

法人税等 146,591 172,913 

四半期純利益 271,830 315,328 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△1,740 41,531 

親会社株主に帰属する四半期純利益 273,571 273,796 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

四半期純利益 271,830 315,328 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 160,133 350,725 

繰延ヘッジ損益 △1,123 － 

為替換算調整勘定 14,087 67,332 

その他の包括利益合計 173,097 418,057 

四半期包括利益 444,928 733,385 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 443,773 675,744 

非支配株主に係る四半期包括利益 1,155 57,640 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につい

ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

連結会社以外の会社の銀行借入金に関し次のとおり保証を行っております。

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

（医・社）浩養会 141,310千円 （医・社）浩養会 136,540千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
至  平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年６月30日）

減価償却費 163,562千円 172,606千円

 

- 12 -



（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日  至 平成26年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日 

定時株主総会
普通株式 44,631 1 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日  至 平成27年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日 

定時株主総会
普通株式 44,630 1 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント（耐火物関連事業） 
その他 
（注） 

合計 
  日本 北米 ヨーロッパ アジア 計 

売上高              

外部顧客への売

上高 
3,515,400 645,202 645,212 167,910 4,973,724 133,266 5,106,991 

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

733,149 3,517 35,258 721 772,646 207,743 980,389 

計 4,248,549 648,719 680,470 168,631 5,746,370 341,009 6,087,380 

セグメント利益又

は損失（△） 
318,681 △11,230 65,851 38,472 411,775 30,823 442,599 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境関連製品、窯業機械

器具、建築、修繕、運輸等を含んでおります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 411,775

「その他」の区分の利益 30,823

セグメント間取引消去 27,133

全社費用（注） △94,933

四半期連結損益計算書の営業利益 374,798

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント（耐火物関連事業） 
その他 
（注） 

合計 
  日本 北米 ヨーロッパ アジア 計 

売上高              

外部顧客への売

上高 
3,618,537 534,387 594,765 164,597 4,912,287 96,159 5,008,446 

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

702,449 619 5,293 767 709,130 230,447 939,578 

計 4,320,986 535,006 600,058 165,365 5,621,417 326,607 5,948,025 

セグメント利益又

は損失（△） 
356,560 △22,656 53,979 27,306 415,189 27,813 443,002 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境関連製品、窯業機械

器具、建築、修繕、運輸等を含んでおります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 415,189

「その他」の区分の利益 27,813

セグメント間取引消去 △51,454

全社費用（注） △98,703

四半期連結損益計算書の営業利益 292,843

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益 6円13銭 6円13銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 273,571 273,796

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
273,571 273,796

普通株式の期中平均株式数（千株） 44,631 44,630

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月11日

東京窯業株式会社 

取締役会 御中 

 

名古屋監査法人 

 

 
代表社員
業務執行社員

  公認会計士 足立 仁史  印 

 

 
代表社員
業務執行社員

  公認会計士 大西 正己  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京窯業株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京窯業株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


